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�愛媛県告示第８９０号
愛媛県薬物の濫用の防止に関する条例（平成２６年愛媛県条例第５３

号）第１２条第１項の規定により、次のとおり同条例第１１条第１項の

規定による指定が効力を失った。

平成３０年９月１８日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 指定が失効する知事指定薬物の名称

� ２－（エチルアミノ）－２－フェニルシクロヘキサン－１－

オン及びその塩類

� メチル＝２－［１－（５－フルオロペンチル）－１Ｈ－イ

ンドール－３－カルボキサミド］－３，３－ジメチルブタノア

ート及びその塩類

� 前各号に掲げる物を含有する物。

２ 失効の理由

当該知事指定薬物が医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安

全性の確保等に関する法律第２条第１５項に規定する指定薬物に至

ったため。

３ 失効の日

平成３０年９月１日
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�愛媛県告示第８９１号
農地中間管理事業の推進に関する法律（平成２５年法律第１０１号）

第１８条第１項の規定に基づき、農地中間管理機構公益財団法人えひ

め農林漁業振興機構から農用地利用配分計画の認可申請があった。

�愛媛県告示第８８９号
次のとおり落札者を決定した。

平成３０年９月１８日

愛媛県知事 中 村 時 広

発 行 愛 媛 県
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この県報に掲載される入札告示、落札者等の告示及び入札公告は、ＷＴＯに基づく政府調達に関する協定の

適用を受けるものである。

落札に係る特定役務の名称及び数量
契約に関する事務
を担当する機関の
名称及び所在地

落札者を決定した日 落札者の氏名及び住所 落札金額 契約の相手方を
決定した手続 入 札 公 告 日

県民向け災害情報発信システム構築
事業委託業務 一式

愛媛県県民環境部
防災局防災危機管
理課
愛媛県松山市一番
町四丁目４番地２

平成３０年８月２７日
株式会社エヌ・ティ・
ティ・データ北陸
石川県金沢市彦三町一
丁目１番１号

２２，５７２，０００円 一般競争入札 平成３０年７月１７日

毎週（火・金）曜日発行 第３０１１号 平成３０年９月１８日

平成３０年９月１８日火曜日 第３０１１号

愛 媛 県 報

６９４
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当該農用地利用配分計画は、愛媛県農林水産部農政企画局農政課

農地・担い手対策室において告示の日から２週間公衆の縦覧に供す

る。

平成３０年９月１８日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 農用地利用配分計画の概要

賃借権の設定等を受ける者 賃借権の設定等を受ける土地

氏名又は名称 住 所 所在及び地番 面積（�）

農事組合法人
九王

愛媛県今治市大西町
九王甲１６９３番地

愛媛県今治市大西町
九王甲１５３番１ほか
１１筆

８，０３５

農事組合法人
たいよう農園

愛媛県大洲市野佐来
１６２番地２０

愛媛県大洲市喜多山
１８番ほか４筆 １６，６００

株式会社
みさき果樹園

愛媛県西宇和郡伊方
町中之浜３２８番地

愛媛県大洲市上須戒
１０７番ほか５筆 １４，９８２

２ 申請年月日

平成３０年９月５日

�������
�愛媛県告示第８９２号
平成３０年８月１３日に農地中間管理機構公益財団法人えひめ農林漁

業振興機構から認可申請のあった農用地利用配分計画を、農地中間

管理事業の推進に関する法律（平成２５年法律第１０１号）第１８条第１

項の規定に基づき認可した。

平成３０年９月１８日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 農用地利用配分計画の概要

賃借権の設定等を受ける者 賃借権の設定等を受ける土地

氏名又は名称 住 所 所在及び地番 面積（�）

大 西 幸 藏 愛媛県東温市南方１４
４４番地１

愛媛県東温市南方字
森１７９９番１ほか３筆 ２，６３９

清 家 信 愛媛県東温市松瀬川
甲１１６５番地４５

愛媛県東温市北方字
古宮甲２５６１番２ほか
４筆

６，７０２

農事組合法人
増穂生産組合

愛媛県宇和島市津島
町増穂丙４７２番地１

愛媛県宇和島市津島
町増穂丙１１４３番１ ２，４６２

西宇和農業協同
組合

愛媛県八幡浜市江戸
岡一丁目１２番１０号

愛媛県八幡浜市穴井
２番耕地４６３番 ２，６６７

武 田 孝 司 愛媛県西予市野村町
大野ヶ原２１１番地２

愛媛県西予市野村町
大野ヶ原２３２番１ほ
か４筆

１８，１３２

２ 認可年月日

平成３０年９月１０日
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�愛媛県告示第８９３号
肥料取締法（昭和２５年法律第１２７号）第１２条第２項の規定により、

次のとおり肥料登録の有効期間を更新した。

平成３０年９月１８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第８９４号
次の保安林の指定施業要件を変更する旨の通知を受けたから、森

林法（昭和２６年法律第２４９号）第３３条の３において準用する同法第

３０条の規定により告示する。

平成３０年９月１８日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 指定施業要件の変更予定に係る保安林の所在場所

西予市宇和町明間４４４、４４５、４５１から４５４まで、４５６から４５８まで、

４６０の１、４６１の１、野村町予子林７４１４の１、７４３４の１、７４５３の１、

城川町窪野４５０４の１、４５０４の２、４５０５から４５１０まで、４５４２から４５

４４まで

２ 保安林として指定された目的
かん

水源の涵養

３ 変更後の指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 次の森林については、主伐は、択伐による。

宇和町明間４４５・４５３・野村町予子林７４３４の１・城川町窪野

４５０６・４５０７・４５１０・４５４２から４５４４まで（以上９筆について次

の図に示す部分に限る。）、４５０８、４５０９

イ その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

ウ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以

上のものとする。

エ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係

書類を愛媛県庁及び西予市役所に備え置いて縦覧に供する。）

�愛媛県告示第８９５号
児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２１条の５の３第１項の規定により、次のとおり指定障害児通所支援事業者を指定した。

平成３０年９月１８日

愛媛県東予地方局長 � 橋 正 浩

登録有
効期限

登録
番号

肥料の
種類

肥料の
名称

保証成
分量
（％）

その他
の規格

生産業者の氏
名又は名称及
び住所

平成３３
年９月
２５日

愛媛県
第１２４０
号

魚廃物
加工肥
料

５．０魚
廃物加
工肥料

窒素全
量５．０
りん酸
全量
２．８

含有を
許され
る有害
成分の
最大量
及びそ
の他の
制限事
項は公
定規格
のとお
り

吉田町漁業協同
組合
愛媛県宇和島市
吉田町立間尻甲
４２８番地

事業者番号
指 定 障 害 児 通 所 支 援 事 業 者

指定障害児通
所支援の種類

指 定 障 害 児 通 所 支 援 事 業 所
指 定
年 月 日

氏名又は名称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８５０２００２８２ 学校法人今治普門学園 愛媛県今治市しまなみ
の杜２番地１ 越 智 瑞 啓 児童発達支援 ちゃぼとひよこ しま

なみ
愛媛県今治市宮窪町宮
窪甲２９９３番地１

平成３０年
７月１日

愛 媛 県 報平成３０年９月１８日 第３０１１号

６９５
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�愛媛県告示第８９６号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第２９条第１項の規定により、次のとおり指定障

害福祉サービス事業者を指定した。

平成３０年９月１８日

愛媛県東予地方局長 � 橋 正 浩

�愛媛県告示第８９７号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第４６条第２項の規定により、指定障害福祉サー

ビス事業者から次のとおり指定障害福祉サービス事業を廃止する旨の届出があった。

平成３０年９月１８日

愛媛県東予地方局長 � 橋 正 浩

�愛媛県告示第８９８号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第５１条の２５第２項の規定により、指定一般相談

支援事業者から次のとおり指定一般相談支援事業を廃止する旨の届出があった。

平成３０年９月１８日

３８５０２００２８２ 学校法人今治普門学園 愛媛県今治市しまなみ
の杜２番地１ 越 智 瑞 啓 放課後等デイ

サービス
ちゃぼとひよこ しま
なみ

愛媛県今治市宮窪町宮
窪甲２９９３番地１

平成３０年
７月１日

３８５０２００１７５ 合同会社発達の木 愛媛県今治市菊間町浜
６４８番地 今 岡 健 一 児童発達支援 発達みかんの木 愛媛県今治市菊間町浜

６８０番地
平成３０年
８月１日

３８５０５００３０１ 株式会社ＯＮＥＣＡＲ
ＡＴ

岡山県岡山市中区浜三
丁目２番１７号 島 村 浩 二 児童発達支援 おひさまきっず 新居

浜萩生事業所
愛媛県新居浜市萩生７３
９番地１０

平成３０年
８月１日

３８５０５００３０１ 株式会社ＯＮＥＣＡＲ
ＡＴ

岡山県岡山市中区浜三
丁目２番１７号 島 村 浩 二 放課後等デイ

サービス
おひさまきっず 新居
浜萩生事業所

愛媛県新居浜市萩生７３
９番地１０

平成３０年
８月１日

事業者番号
指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 者

指定障害福祉
サービスの種類

指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 所
指 定
年 月 日

氏名又は名称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８１０２００８５１ 特定非営利活動法人す
くらむハート

愛媛県今治市大西町紺
原甲３０２番地１ 渡 部 雄一朗 就労継続支援

Ｂ型 ぱたぱた
愛媛県今治市野間甲１２
１４番１大沢食品ビル１
Ｆ

平成３０年
６月１日

３８１１３００６１９ 社会福祉法人愛美会 愛媛県四国中央市上分
町乙８番地２ 石 川 綮 一 生活介護 通所介護事業所 ひう

ち荘
愛媛県四国中央市土居
町津根２６３９

平成３０年
６月１日

３８１１３００６２７ ライトフーズ株式会社
香川県高松市寿町二丁
目２番１０号高松寿町プ
ライムビル４Ｆ

曽我部 厚 就労継続支援
Ｂ型 すまいるライフ 愛媛県四国中央市寒川

町１４８６番地１
平成３０年
６月１日

３８１０２００８８５ 特定非営利活動法人慈
照会

愛媛県今治市延喜甲６０
０番地 越 智 瑞 啓 就労継続支援

Ｂ型 しまなみテラス 愛媛県今治市宮窪町宮
窪甲２９９３番地１

平成３０年
７月１日

３８１０２００８６９ 社会福祉法人Ｓｉｇｎ 愛媛県今治市八町東６
丁目４番２２号 正 岡 弘 樹 就労移行支援 多機能型事業所 パド

ル
愛媛県今治市八町東６
丁目４番２２号

平成３０年
７月１日

３８１０２００８６９ 社会福祉法人Ｓｉｇｎ 愛媛県今治市八町東６
丁目４番２２号 正 岡 弘 樹 就労継続支援

Ｂ型
多機能型事業所 パド
ル

愛媛県今治市八町東６
丁目４番２２号

平成３０年
７月１日

３８１０２００８７７ 社会福祉法人Ｓｉｇｎ 愛媛県今治市八町東６
丁目４番２２号 正 岡 弘 樹 自立訓練（生

活訓練） プリズム 愛媛県今治市別名１８０
番地１

平成３０年
７月１日

事業者番号
指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 者

指定障害福祉
サービスの種類

廃止に係る指定障害福祉サービス事業所
廃 止
年 月 日

氏名又は名称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８１１３００５３６ ライトフーズ株式会社 愛媛県四国中央市川之
江町２３３３番地６ 大 山 浩 二 就労継続支援

（Ｂ型） すまいるライフ 愛媛県四国中央市寒川
町１４８６番地１

平成３０年
５月３１日

３８２１３０００４７ 社会福祉法人 澄心 愛媛県四国中央市豊岡
町大町２００５番の１ 井 原 佳 代 グループホー

ム イーオラス 愛媛県四国中央市豊岡
町大町２００５番の１

平成３０年
６月３０日

３８１０２００３９８ 一般社団法人 Ｓｉｇ
ｎ

愛媛県今治市八町東６
丁目４番２２号 正 岡 弘 樹 自立訓練（生

活訓練） プリズム 愛媛県今治市別名１８０
番地１

平成３０年
６月３０日

３８１０２００５２１ 一般社団法人 Ｓｉｇ
ｎ

愛媛県今治市八町東６
丁目４番２２号 正 岡 弘 樹 就労移行支援 多機能事業所パドル 愛媛県今治市八町東６

丁目４番２２号
平成３０年
６月３０日

３８１０２００５２１ 一般社団法人 Ｓｉｇ
ｎ

愛媛県今治市八町東６
丁目４番２２号 正 岡 弘 樹 就労継続支援

Ｂ型 多機能事業所パドル 愛媛県今治市八町東６
丁目４番２２号

平成３０年
６月３０日

愛 媛 県 報平成３０年９月１８日 第３０１１号
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�愛媛県告示第８９９号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

東温市北方土地改良区から次のとおり役員が退任した旨の届出があ

った。

平成３０年９月１８日

愛媛県中予地方局長 飯 尾 智 仁

退 任

�������
�愛媛県告示第９０１号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号の規定

により、次のとおり指定道路を指定した。

平成３０年９月１８日

愛媛県中予地方局長 飯 尾 智 仁

１ 指定道路の種類

建築基準法第４２条第１項第５号

２ 指定年月日

平成３０年９月６日

３ 指定道路の位置

伊予郡松前町大字筒井字唐新開１０２７番３の一部及び１０２７番３地

先水路

４ 指定道路の延長及び幅員

� 延長 ２０．５４メートル

� 幅員 ４．２０メートル

愛媛県東予地方局長 � 橋 正 浩

�愛媛県告示第９００号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

平成３０年９月１８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第９０２号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

平成３０年９月１８日

愛媛県知事 中 村 時 広

事業者番号
指 定 一 般 相 談 支 援 事 業 者

指定地域相談
支援の種類

廃止に係る指定一般相談支援事業所
廃 止
年 月 日

名 称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８３１３００３１８ 有限会社シンシア 愛媛県四国中央市金生
町山田井乙１７番１ 星 川 洋 平 地域移行支援 相談支援事業所シンシ

ア

愛媛県四国中央市金生
町山田井乙１７－１ ヴ
ィラグリーンヒルズⅡ
１階

平成３０年
４月１日

３８３１３００３１８ 有限会社シンシア 愛媛県四国中央市金生
町山田井乙１７番１ 星 川 洋 平 地域定着支援 相談支援事業所シンシ

ア

愛媛県四国中央市金生
町山田井乙１７－１ ヴ
ィラグリーンヒルズⅡ
１階

平成３０年
４月１日

３８３０２００４８５ 合資会社らくらく介護 愛媛県今治市常盤町二
丁目７番地３ 眞 部 隆 文 地域移行支援 らくらく 愛媛県今治市常盤町二

丁目７番地３
平成３０年
４月１日

３８３０２００４８５ 合資会社らくらく介護 愛媛県今治市常盤町二
丁目７番地３ 眞 部 隆 文 地域定着支援 らくらく 愛媛県今治市常盤町二

丁目７番地３
平成３０年
４月１日

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 佐 伯 優 東温市北方２７０６番地

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－３０）第１８１００号 平成３０年
５月２日 河本塗装 河本 英樹 伊予市下吾川１９８０－１１ 平成３０年

８月１３日 塗装工事業 建設業の廃止

（般－２８）第１２５２１号 平成２９年
１月１７日 共立工営� 正岡 弘文 松山市空港通２－９－８ 平成３０年

８月２１日
土木工事業
とび・土工工事業
さく井工事業

建設業の廃止

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－２８）第６４５９号 平成２８年
１０月２１日 藤造園建設� 藤 一臣 宇和島市大超寺奥乙８３ 平成３０年

８月２３日
土木工事業
造園工事業 建設業の廃業

（特－２７）第２２３３号 平成２７年
８月１８日 三嶋建設� 中野 守 大洲市河辺町三嶋１０８６ 平成３０年

８月２８日
土木工事業
とび・土工工事業
舗装工事業、水道工事業

建設業の廃業

愛 媛 県 報平成３０年９月１８日 第３０１１号
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雑 報

�公 告

（仮称）八幡浜ウィンドファームに係る計画段階環境配慮書

及び同要約書の縦覧について

環境影響評価法（平成９年６月１３日法律第８１号）第３条の３第１

項の規定により、次の対象事業について計画段階環境配慮書（以下

「配慮書」という。）を作成したので、「発電所の設置又は変更の

工事の事業に係る計画段階配慮事項の選定並びに当該計画段階配慮

事項に係る調査、予測及び評価の手法に関する指針、環境影響評価

の項目並びに当該項目に係る調査、予測及び評価を合理的に行うた

めの手法を選定するための指針並びに環境の保全のための措置に関

する指針等を定める省令」第１３条の規定により、次のとおり公告し、

配慮書及びこれを要約した書類（以下「配慮書等」という。）を縦

覧に供する。

なお、この配慮書等について、環境の保全の見地からの意見を書

面により提出することができる。

平成３０年９月１８日

株式会社ガイアパワー

代表取締役 藤 崎 耕 治

１ 事業者の名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地

� 名 称 株式会社ガイアパワー

� 代表者 代表取締役 藤崎 耕治

� 所在地 徳島県阿南市辰己町１番地３８

２ 対象事業の名称、種類及び規模

� 名 称 （仮称）八幡浜ウィンドファーム

� 種 類 風力発電所の設置の工事の事業（陸上）

� 規 模 最大４８，０００キロワット

３ 対象事業の実施想定区域

愛媛県八幡浜市

４ 配慮書等の縦覧場所、期間及び時間

� 縦覧場所 愛媛県県民環境部環境局環境政策課、八幡浜市役

所保内庁舎、大洲市役所市民福祉部市民生活課、

大洲市役所長浜支所

� 縦覧期間 平成３０年９月１８日（火）から平成３０年１０月１８日

（木）まで

（土曜日、日曜日及び「国民の祝日に関する法律」

に規定する休日及び閉庁日は除く）

� 縦覧時間 午前９時から午後５時まで（開庁時間に準ずる）

なお、配慮書等の電子版は当社ホームページ（https://www.

gaiapower.co.jp/archives/newsrelease/976/）において、平成３０

年９月１８日（火）から平成３０年１０月１８日（木）まで閲覧いただけ

ます。

５ 配慮書等についての意見書の提出期限及び提出先並びに意見書

に記載すべき事項

� 提出期限 平成３０年１０月１８日（木）まで

� 提出先 〒７７４－０００５ 徳島県阿南市向原町天羽畭１０３－１

株式会社ガイアパワー 本社分室（担当 宮本）

電話 ０８８４－２４－３３７７

� 提出方法 郵送（当日消印有効）又は縦覧場所に設置された

意見書箱への投函による

� 意見書に記載すべき事項

ア 意見書を提出しようとする者の氏名及び住所（法人その他

の団体にあっては、その名称、代表者の氏名及び主たる事務

所の所在地）

イ 意見書の提出の対象である配慮書等に記載された対象事業

の名称

ウ 配慮書等についての環境の保全の見地からの意見（日本語

により、意見の理由を含めて記載すること。）

�愛媛県告示第９０３号
道路法（昭和２７年法律１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成３０年９月１８日

愛媛県知事 中 村 時 広

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 宇和野村線

西予市野村町鎌田４８３番１地先から

同町鎌田４８３番２まで
旧 １１．８～１７．２ ０．０４

西予市野村町鎌田４８３番１地先から

同町鎌田４８３番２まで
新 １５．０～２３．４ ０．０４

平成３０年９月１８日 発行
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